
※契約内容の詳細につきましては、各担当課にお問い合わせください。
令和５年１０月１日から令和６年３月３１日までの随意契約
【都市整備部】

担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の

名称
契約の相手方の住所 契約金額 随意契約によることとした理由

都市政策課

令和５年度八尾市公共施設照
明設備ＬＥＤ化推進事業（八尾
市まちなみセンター）

令和5年12月8日
共友リース㈱ 名古屋市中村区豊国

通一丁目22番地の２
4,036,560円

業務の性質上価格のみを重視する一般競争入札に
よる事業者の選定ではなく、公募型プロポーザル方
式での選定が適当と考えたため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

都市交通課
令和５年度八尾市地域公共交
通制度設計検討業務

令和5年12月1日
中央復建コンサ
ルタンツ㈱

大阪市東淀川区東中
島四丁目11番10号

4,400,000円

業務の性質上価格のみを重視する一般競争入札に
よる事業者の選定ではなく、公募型プロポーザル方
式での選定が適当と考えたため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

都市交通課

令和５年度八尾市公共施設照
明設備ＬＥＤ化推進事業（近鉄
山本駅東自転車駐車場）

令和5年12月19日
共友リース㈱ 名古屋市中村区豊国

通一丁目22番地の２
3,937,560円

業務の性質上価格のみを重視する一般競争入札に
よる事業者の選定ではなく、公募型プロポーザル方
式での選定が適当と考えたため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

都市交通課
八尾市乗合タクシー実証運行
業務

令和6年1月11日 龍華交通㈱
八尾市陽光園二丁目
６番３５号

単価契約
　2,800円/便

公募型プロポーザル方式にて選考し、「八尾市乗合
タクシー運行業務委託事業者選定委員会」の審査
を経て選定された業者であり、実証期間が延期と
なったため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）

都市交通課
八尾市乗合タクシー実証運行
業務

令和6年1月11日
ワンコイン八尾
㈱

八尾市垣内一丁目54
番地

単価契約
　2,800円/便

公募型プロポーザル方式にて選考し、「八尾市乗合
タクシー運行業務委託事業者選定委員会」の審査
を経て選定された業者であり、実証期間が延期と
なったため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）
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担当課 契約名称 契約締結日
契約の相手方の
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土木管財課
道路・水路・公園台帳更新業務
（令和5年度)

令和6年1月5日
㈱ﾊﾟｽｺ大阪第一
支店

大阪市浪速区湊町一
丁目2-3

19,635,000円

本業務は当該システム更新作業に伴う市民サービ
スを滞ることなく迅速な台帳更新と効率的なシステ
ム管理が同社でないと実施できないため。
（地方自治法施行令第167条の2第1項第2号に該
当）

土木建設課
一里松川溢水に伴うのり面復
旧工事

令和5年10月2日 奥田建設㈱ 八尾市高安町南7-10 8,119,100円

令和5年6月2日の大雨（高安山雨量計　総雨量161
ｍｍ）により、大字垣内地内を流れる一里松川が溢
水し、その影響により岩戸神社参道ののり面が崩落
し、早期復旧による安全対策が河川管理者として必
須であるため（地方自治法施行令第167条の2第1項
第5号）

土木建設課
八尾市公共事業設計積算シス
テム一式の納入契約

令和5年11月21日
富士通ｊａｐａｎ㈱
関西公共第二ビ
ジネス部

大阪市中央区城見2-
2-26

14,960,000円
八尾市公共事業設計積算システムの開発及び販売
を行っている唯一対応可能な事業者であるため（地
方自治法施行令第167条の2第1項第2号）

土木管理
事務所

道路維持車修繕料
（ヒアブクレーン）

令和6年2月9日 近畿ローダー㈱
大阪市港区三先1-
12-24

1,874,136円

車両とクレーンの連結部分のボルトブラケットが破
損し、
クレーンと車両を連結する特殊作業のため。
(地方自治法施行令第167条の2第1項第2号)

土木管理
事務所

令和５年度八尾市公共施設照
明設備LED化推進事業(土木管
理事務所)

令和6年3月1日 共友リース㈱
名古屋市中村区豊国
通一丁目22番地の２

4,539,480円

令和５年度八尾市公共施設照明設備LED化推進事
業については規模や用途の違う43施設を一括して
LED化する事業であり、より効率的に詳細調査から
改修までを実施するためには民間事業者のノウハ
ウを生かした事業提案を広く求める必要があること
から、競争入札に適さないと判断し、公募型プロ
ポーザル方式による事業者選定を行ったため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号該当）
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